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女性候補者擁立と小選挙区レベルの政党組織
─渋谷区議会議員選挙の事例─

山　口　順　平

第 1節　はじめに

　近年、日本ではSDGsへの関心が高まりを見せており、政府や地方自治体、
企業、大学といった幅広い分野で積極的な取り組みが行われている（1）。こ
うした中で、日本はゴール 5 の目標である「ジェンダー平等を実現しよう」
について、国際社会と比べて遅れている状況にある（2）。
　とりわけ、政治の分野においては、そうした状況が顕著である。例えば、
SDGsゴール 5 のターゲット5.5は、「政治、経済、公共分野でのあらゆるレ
ベルの意思決定において、完全かつ効果的な女性の参画及び平等なリーダー
シップの機会を確保する」ことを掲げている（3）。これについて、世界経済
フォーラムが発表する「Global Gender Gap Report」2024年版における日本
の状況を見ると、日本のジェンダーギャップ指数は146ヵ国中118位であり、
政治の分野に関しては113位であることがわかる（4）。このような現状を受け
て、近年の日本では、ジェンダー平等の実現に向けて改善が図られてきたの
である。
　2015年に国連でSDGsが採択されると、2016年に日本政府は内閣府にSDGs
推進本部を設置し、2018年には、「政治分野における男女共同参画の推進に
関する法律」（以下、「候補者均等法」）を施行した（5）。同法は、議会におけ
る女性の過小代表の是正を目指したものである。そして、2021年に候補者均
等法は改正され、政党に対して女性候補者の割合について数値目標を義務づ
けるまでには至らなかったものの、一定の規範意識の形成を促すことにつな
がった。
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　しかし、依然として、日本における女性の政治参入は、国政と地方政治の
双方で遅れている状況にある（6）。なぜ、日本において、女性の政治参入は
進まないのであろうか。
　政治分野におけるジェンダー関連の先行研究では、女性の政治参入を妨げ
る要因として、主として選挙制度と社会文化的背景の 2 つが挙げられてきた（7）。
　その一方で、近年のジェンダー研究や政党研究の両分野においては、女性
の政治参入に影響を及ぼす第 3 の要因として、政党の役割に注目が集まって
いる（8）。この要因に注目するのは、政党の主要な役割の 1 つに、候補者の
リクルートが挙げられるからである。換言すれば、政党は候補者選定過程の
段階で、女性の政治参入について大きな影響力を行使し得るのである（9）。
政党が候補者のゲートキーパーとしての役割を果たしている以上、政党がど
のように女性候補者を擁立しているのかを詳細に分析することは、女性の政
治参入を妨げる一要因の解明につながるだろう。
　また、政党には、選挙において中長期的な成果を残し、組織としての生き
残りを図らなければならないという側面もある。そのため、政党を運営して
いく立場にある指導者、すなわち政党エリートは、自らが所属する政党組織
を強化していくことを模索していかなければならない（10）。その場合、政党
エリートが政党組織を強化する方法の 1 つとして、政党組織を支える地方議
員を積極的に増やしていくことが想起されるだろう。こうした行動原理を基
にすると、政党エリートは政党組織を強化する過程で、地方議会において政
党に与する議員を増やす努力をすることなるが、ここで女性候補者をなぜ擁
立し、女性の割合を増やすことをどのように解釈し、それらを推進していか
なければならないのかについても、明らかにしなければならない。
　以上のような課題を解決するための第一歩として、本稿は、1999年から
2023年までの渋谷区議会議員選挙（以下、「渋谷区議選」）を事例として取り
挙げて、女性候補者の擁立と政党組織の強化の関係を分析していく（11）。近年、
渋谷区はLGBTQ（Lesbian, Gay, Bisexual, Transgender, Queerなどの特定
の性的少数者を指す）をはじめとするジェンダー平等の問題を先駆的に取り
組んできた地方自治体として知られている（12）。こうしたジェンダーの問題
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に対する取り組みは、渋谷区議会を構成する議員の党派性や男女比に何らか
の変化や影響を及ぼすものと予想される。
　本稿の構成は、以下の通りである。第 2 節では、女性の政治参入を妨げる
要因に関する先行研究と、政党組織の強化に関する先行研究を、それぞれ整
理する。第 3 節では、本分析で用いるデータについて説明し、渋谷区議選に
おける男性と女性の候補者数と当選者数の変化について通観する。第 4 節で
は、政党の女性候補者擁立についてt検定を用いて分析する。t検定とは、 2
つのグループ間の平均値を比較し、そのグループ間に有意な差があるかどう
かを確認する方法であり（13）、本分析では男性の平均得票率と女性の平均得
票率のグループ間の比較を行った。最後の第 5 節では、本稿の結論を示し、
含意や今後の課題について述べることとする。

第 2節　先行研究

2-1　女性の政治参入を妨げる要因

　先行研究では、日本における女性の政治参入を妨げている要因として、主
として選挙制度と社会文化的背景という 2 つの点が挙げられてきた。
　第 1 の要因である選挙制度については、選挙制度の特徴の違いによって、
女性が政治参入しやすいかどうかが大きく異なると説明される（14）。例えば、
比例代表制や選挙区定数が大きい選挙制度は、小選挙区制や選挙区定数の小
さい選挙制度に比べて、女性候補者の政治参入が比較的に有利であると指摘
されている（15）。こうした議論を踏まえて、日本の衆議院、参議院、地方議
会の選挙制度と女性議員の割合はどのようになっているのか、次にこのこと
を確認しておくことにしたい。
　まず、衆議院の選挙制度は、長く中選挙区制（ 1 つの選挙区から 3 名から
5 名の候補者が当選可能な制度）が採用されてきたが、1994年の選挙制度改
革以降において、小選挙区制を基調とする小選挙区比例代表並立制（現在、
小選挙区は289議席と比例区は全国11ブロックの176議席から構成されてい
る）が用いられている。衆議院では、小選挙区制を中心とする選挙制度を採
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用していることから、女性の政治参入には不利に働くとされる状況にあり、
2023年時点における女性議員の割合は10.0％にとどまっている（16）。
　その一方で、参議院の選挙制度は、都道府県を単位とする選挙区（148議席、
その内 1 人区は32選挙区）と、全国を 1 つの選挙区とする比例区（100議席）
から構成される。参議院は、小選挙区の比重が衆議院に比べて低いため、多
様な政党が議席を獲得し、また女性候補者が擁立されやすい傾向にあると指
摘されている（17）。事実、2023年時点では、参議院における女性議員の割合
は26.0％にのぼったのである（18）。このように、衆議院と参議院の間におけ
る女性議員の割合の差には、16ポイントもの開きがあり、比例性の高い選挙
制度は女性の政治参入にとって有利であると確認することができよう。
　次に、地方議会の選挙制度についてはどうかを見ていきたい。日本の地方
議会は、都道府県議会と市区町村議会という 2 つのレベルに分けられる。こ
のうち、都道府県議会では、小選挙区制、あるいは選挙区定数の少ない中選
挙区制が主として用いられている。その一方で、市区町村議会では、 1 つの
選挙区から多数の当選者を選出する大選挙区制が採られてきた。
　また選挙制度とは別の要因として、選挙区における地域的な特性が女性の
政治参入に影響を及ぼすとされている。この点について馬渡は、女性議員の
議会進出を促進させる要因として、都市部、多党化、非自民の党派力という
3 つの要素が重要であることを明らかにした（19）。また、春日と竹安は、農
村部では女性の政治参入が進みにくい傾向にあることを示したのである（20）。
　以上の議論を踏まえて、地方議会の選挙制度と女性議員の割合を考えるた
め、地方議会を都道府県議会、市議会、特別区議会、町村議会の 4 つに分類
し、地方議会における男性議員と女性議員の割合の変化について、それぞれ
確認していくことにしたい。
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図 1　地方議会における男性議員が占める割合（％）

（総務省HP「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調等」をもとに作成）

　図 1 は、地方議会における男性議員の割合の変化を示したものである。地
方議会においても、男性議員が圧倒的に多くの割合を占めていることがわか
る。近年でこそ、男性議員の割合は全ての地方議会において減少傾向にある
と言えるが、都道府県議会、市議会、町村議会では依然として80％を維持し
ている状況にある。ただし、特別区議会については、2023年の統一地方選挙
を境に、男性議員の割合が著しく減少している。この点は注目すべきである。
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図 2　地方議会における女性議員が占める割合（％）

（総務省HP「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調等」をもとに作成）

　図 2 は、地方議会における女性議員の割合の変化を示したものである。全
体的に地方議会における女性議員の割合は増加傾向にあると言えるが、それ
でも女性議員は男性議員に比べて圧倒的に少ない状況にある。 4 つの分類を
それぞれ見ていくと、女性議員の割合は、特別区議会の議員が最も多く、そ
の次に市議会が続き、都道府県議会と町村議員議会は、ほとんど同じ割合で
最も女性議員が少ないことがわかる。
　以上のように、それぞれの地方議会においても女性議員の割合は大きく異
なっており、選挙制度の特性の違いが女性の政治参入に大きな影響を及ぼし
てきたことは明らかである（21）。また、選挙区定数が大きく、都市部の選挙
区である特別区議会では、女性議員の政治参入が最も進んでいたのに対して、
小選挙区制を用いる都道府県議会や、非都市部の選挙区である町村議会では、
女性議員の政治参入が最も進んでいないことも示されたと言える。
　こうした選挙制度による問題について、大木は女性候補者の当選だけでな
く、立候補そのものさえも困難にしている可能性があることを指摘してい
る（22）。とりわけ、近年ではこうした問題を改善する方法として、クオータ
制導入に関する議論が積極的になされていることも注目すべき点と言える（23）。
　第 2 の要因である社会文化的背景が女性の政治参入に影響を及ぼすとされ
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る点については、三浦らの研究によると、女性に対する家族的責任の重圧、
女性の役割に関するジェンダー・ステレオタイプ、女性は家族からの支援が
受けにくいという 3 点が挙げられている（24）。
　三浦らの研究を通して、女性は子どもがいないか、あるいは子育てを終え
てからではないと政治家になりにくいという構造的な問題が存在することが
明らかにされたと言える。すなわち、日本において女性は家庭に入り家族的
責任を果たすべきであるという性別役割分業の意識が、依然として根強く
残っていることが示されたのである。また、配偶者が立候補そのものに賛成
しないと、女性は立候補すること自体が困難であることも指摘されている（25）。
　このようなジェンダー・バイアスは、家庭内だけではなく、政治家の地元
活動という場面にも潜んでいる（26）。女性が政治家として地元活動を精力的
に行っていく場合、女性は家族的責任との両立の困難さという問題に常に直
面してきたと言える（27）。
　以上の議論をまとめると、参議院と特別区議会を除いて、日本では女性の
政治参入が進んでいない。その背景として、女性の政治参入に対して不利に
働くとされる小選挙区制、あるいは選挙区定数の小さい選挙制度が衆議院や
都道府県議会で用いられてきたことが挙げられる。それに加えて、固定的な
性別役割分業意識が、依然として日本では根深く残っており、女性の政治参
入の足枷になっていると言えるのである。

2-2　政党と女性候補者

　それでは、前節で見てきたような制度上ないし社会の固定観念から生じる
女性の政治参入の困難さを背景として、政党は女性候補者を擁立することに
ついてどのような態度を取っているのであろうか。本節では、その関係性に
ついて論点をまとめていきたい。
　論点整理に入る前に、まずは本稿で言う政党の定義を示しておこう。
Sartoriによると、政党とは「選挙に登場して、選挙を通じて候補者を公職
に就けさせることができる全ての政治集団」を指すものである（28）。この定
義に従うと、政党は、候補者リクルートメントという主要な役割を担ってい
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ると言える。そのため、女性の政治参入という問題について、政党の候補者
リクルートメントという観点から分析することは、女性の政治参入を妨げる
要因を解明するうえで有効な視点となるだろう（29）。
　事実、先行研究では、政党組織の構造との関係から、女性候補者の擁立に
及ぼす影響はつぶさに分析されてきた経緯がある（30）。例えば、Aldrichによ
るEU議会政党の事例研究では、党内の候補者選定が執行部や政党エリート
に集権化されていると、政党は女性候補者を積極的に擁立する傾向にあるこ
とが示されている（31）。また、その一方で、日本の地方議会の政党研究にお
いては、政党が分権的な組織構造である場合、候補者選定過程において現職
女性が優先され、その結果として新人女性候補者の擁立が困難であることが
指摘されている（32）。
　これらの先行研究からは、政党組織の構造と女性候補者の擁立は密接に関
係していることがわかる。こうした議論を踏まえると、女性候補者の擁立を
進める（あるいは、妨げる）要因を解明するためには、政党組織の構造を分
析する必要があると言える。
　上述したように、政党には選挙において中長期的な成果を残さないと、組
織として生き残ることができないという側面がある。そのため、Panebianco
の指摘にもあるように、政党は外部環境の変化に対応し、組織を発展させて
いく必要に迫られるのである（33）。
　こうした変化に合わせて政党組織が強化されるかどうかは、政党エリート
の政党組織に対する考え方に大きく依存するとされる（34）。
　政党組織を運営していく政党エリートは、大きく 2 つのタイプに分類され
る。 1 つ目のタイプは、政党を選挙で利益を獲得するための乗り物として考
えるアマチュア的な政党エリートである。そして、 2 つ目のタイプは、中長
期的に特定の利益を代表し、政党組織を建設しようとする志向が強いプロ
フェッショナルな政党エリートである。前者に比べて後者は政党組織を強化
する傾向にあるが、いずれにしても、強固な政党組織を建設しない限り、政
党は生き残ることができない（35）。
　政党エリートにおけるタイプの違いを踏まえても、政党の生き残りを図る
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という点においては、両者には一定の共通した目的があるものと考えられる。
すなわち、自らの組織に資源を投資し、政党組織を強化していくという目的
である。
　その目的を果たすために、政党エリートは、政党組織を支える地方議員を
積極的に増やそうとする点も考え合わせなければならない。本稿の目的に従
えば、その時に女性議員の存在をどのように見るのかという点が重要である。
この点について、例えば、松林は、女性議員の比率が高くなると男女の投票
率が上昇し、女性の投票率がより強い影響を受ける可能性を明らかにしてい
る（36）。こうした議論に基づくと、政党エリートは選挙において女性候補者
が男性候補者よりも、選挙で多くの利益をもたらすと判断した場合、政党エ
リートは女性候補者を積極的に擁立しようとする誘因が高まるだろう。
　こうしてみると、政党エリートによる政党組織の強化は、女性候補者の擁
立に影響を及ぼすものであると考えることができる。すなわち、政党エリー
トは男性候補者よりも女性候補者の方が高い集票能力を持つと判断し、政党
組織を強化するため、積極的に女性候補者を擁立するという仮定を導き出す
ことができるのである。
　その点において、本稿で事例として取り上げる渋谷区は、都市部で非自民
政党が衆議院レベルで一定の支持を集めており（37）、有効な分析を示すこと
ができると考えられる地域である。
　なお、本稿では、政党組織の強化と女性候補者の擁立における関係を分析
するにあたり、政党組織に関する分析視点を以下のようにとる。すなわち、
Ellinas and Lamprianouが示したように、従来の政党組織研究には、国政レ
ベルの政党組織に分析の焦点が当てられてきたことにより、地方組織の発展
の違いが見逃がされ、全体として画一的な政党組織としてみなされるという
問題が存在していた38。この問題を解消して女性候補者のリクルート過程を
明らかにするためには、大木が指摘したように、政党の党本部、都道府県連
（以下「県連」）、小選挙区組織という異なるレベルの組織に着目する必要が
ある（39）。以上の議論に従い、本稿では政党組織を党本部、県連、小選挙区
組織の 3 つのレベルに分解し、とりわけ小選挙区レベルの組織に焦点を絞っ
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て分析していくことにする。

第 3節　1999年から2023年までの渋谷区議会議員選挙

　本節では、渋谷区議選のデータと分析対象について説明し、渋谷区議選の
結果を確認していくこととしたい。
　分析対象は、渋谷区議会議員選挙における男性候補者と女性候補者の立候
補状況である。分析期間は、1999年から2023年に実施された渋谷区議選の合
計 7 回であり、分析単位は、渋谷区議選に立候補した人数（40）×渋谷区議選
7 回であり、ここから得られたサンプルサイズは354となる。男性と女性の
性別の判断については、松林・上田と芦谷の研究に倣って、候補者の姓名か
ら補完するとともに（41）、渋谷区選挙管理委員会発行の『選挙の記録』と選
挙ドットコムに掲載された顔写真も参照した（42）。対象政党は、自民党、民
主党、立憲民主党、国民民主党、公明党、共産党の合計 6 政党である。
　以下では、1999年から2023年までに実施された合計 7 回の渋谷区議選にお
ける男性候補者と女性候補者の立候補状況の変化を通観していく。

（上段は候補者数、下段は男女比を％で表示）

表 1　渋谷区議会選挙の男性と女性の候補者数

　表 1 は、渋谷区議選に立候補した男性と女性の候補者数を示したものであ
る。1999年から2015年までの期間は、候補者の男女比が、概ね一貫して男性
が約 8 割、女性が約 2 割を占めていたことがわかる。2019年になると、女性
の候補者数が微増し、2023年には、候補者の男女比が男性は約 7 割、女性は
約 3 割へと変化している。このような傾向は、第 2 節の図 1 で示したように、
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近年の全国的な女性候補者数の増加傾向と一致するものといえる。これらの
背景には、上述したように、国内におけるSDGsの推進や候補者均等法の改
正が、政党の候補者擁立に影響を及ぼしていると推測される。

（上段は候補者数、下段は男女比を％で表示）

表 2　渋谷区議会選挙の男性と女性の当選者数

　表 2 は、男性と女性の当選者数を示したものである。1999年から2019年ま
での当選者の男女比は、表 1 の傾向と概ね一致していることがわかる。もっ
とも、2023年には、当選者の男女比がほぼ同数に達したことは注目すべき点
である。全国的に見ると、国政と地方議会の双方において女性は過小代表さ
れている中で、2023年に渋谷区では議会の構成が男女同数をほぼ実現できた
と言える。

（上段は男性の候補者数、下段は女性の候補者数）

表 3　渋谷区議会選挙で主要政党が擁立した男性と女性の候補者数

　表 3 は、国政レベルにおける主要政党である自民党、民主党とその後継政
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党（立憲民主党と国民民主党）（43）、公明党、共産党が擁立した男性と女性
の候補者数を示したものである。
　自民党が擁立した女性候補者数は、1999年から2023年において一貫して少
なかったことが見て取れる。2019年以降、自民党の女性候補者数は微増した
ものの、依然として男性候補者が圧倒的に多数を占めていたのである。
　その一方で、1996年に結成された民主党は、結成直後の1999年と2003年の
2 回の区議選では、女性候補者を 1 人も擁立することができなかった。しか
し、2007年の区議選を境として、民主党は他の主要政党に比べて、同数かそ
れ以上の女性候補者を擁立するようになっている。とりわけ、民主党とその
後継政党（立憲民主党と国民民主党）は、2011年と2023年の区議選において
他の主要政党よりも多くの女性候補者を擁立してきたのである。
　なお、公明党と共産党については、毎回の区議選において両党は一定数の
女性候補者を擁立してきたことが確認される。2023年の区議選を事例に見れ
ば、公明党は女性候補者数が男性候補者数を上回っていた。他方で共産党は
女性候補者の擁立を一時期、 1 名に減らしていたが、2023年になると再び 2
名に戻していたことがわかる。
　以上のように、渋谷区議選では2019年を境として、女性の候補者と当選者
がともに増加しているのである。とりわけ、2023年の区議選における当選者
の割合を見ると、男性と女性がほぼ同数に達していたことは特筆すべき点で
ある。また、主要政党ごとの候補者数では、自民党が圧倒的に男性候補者を
擁立した一方で、民主党とその後継政党は、他党に先駆けて比較的多くの女
性候補者を擁立してきたと言える。
　このように、女性候補者数が増加した背景には、上述した2021年に改正さ
れた候補者均等法が挙げられる。同法は、各政党の女性候補者擁立のあり方
に変化を促す要因となったと考えることができるのである。これらの分析結
果から、分析対象の全政党において、2023年の区議選は2019年と比較して、
女性候補者数が増加する結果になったと考えられる。

345



女性候補者擁立と小選挙区レベルの政党組織

─ 13 ─

第 4節　政党の候補者擁立に関する分析

　次に、政党がなぜ女性候補者の擁立を積極的に進めたのかという点につい
て、その要因を分析していくことにしたい。そのための分析方法として、本
節では、男性の平均得票率と女性の平均得票率のグループ間比較のt検定を
用いることとする。以下、渋谷区議会選挙を事例に男性と女性の候補者と当
選者の得票率をそれぞれ見ていく。

（上段は得票率の平均を％で表示、中段は候補者数、下段はp値）

表 4　渋谷区議会選挙における男性と女性の候補者の得票率

　表 4 は、男性候補者と女性候補者の平均得票率を表したものである。この
表から確認し得るのは、1999年、2015年、2019年、2023年の 4 回の区議選に
おいて、女性候補者の平均得票率が男性候補者を上回っていたことである。
その内、2015年を除く 3 回の区議選で有意な差があることを確認することが
できた。また、女性候補者の平均得票率が、男性候補者を上回るようになっ
た2015年以降の状況を見ると、各政党は女性候補者が男性候補者よりも集票
能力が高いと判断した可能性を見出すことができる。その結果として、2019
年以降、各政党が女性候補者を積極的に擁立したことにより、女性候補者の
全体的な増加につながったと推測されるのである。
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（上段は得票率の平均を％で表示、中段は当選者数、下段はp値）

表 5　渋谷区議会選挙における男性と女性の当選者の得票率

　表 5 は、男性当選者と女性当選者の平均得票率を表したものである。2011
年を除いた 6 回の区議選において、女性当選者の平均得票率は男性当選者を
上回ったものの、グループ間比較のt検定の結果では、全ての選挙年におい
て有意な差は確認することはできなかった。
　これらの結果から、政党エリートは男性候補者よりも女性候補者を擁立し
た方が多くの得票を動員できると判断するようになったと考えることができ
る。そのため、政党エリートは自らの政党組織を強化するために、女性候補
者の擁立を積極的に進めようとする誘因が強まる傾向にあると言えるだろう。
　以上の分析により、女性候補者の擁立が進んだ要因として、政党エリート
が女性候補者を積極的に擁立することで、自らの政党組織の強化に寄与する
という認識を持つようになったと推測することができる。

第 5節　結論

　以上、本稿では、政党組織と女性候補者擁立の関係に着目し、政党エリー
トによる政党組織の強化に関する議論を参照しながら、渋谷区議選を事例に
して、女性候補者の擁立が進む要因を分析してきた。
　2019年の区議選以降、女性の候補者と当選者の数がともに増加し、主要政
党も女性候補者を積極的に擁立してきたことを確認し得たと言える。その要
因として、政党エリートが自らの政党組織を強化することを念頭に、集票能
力が高いと判断される女性候補者を積極的に擁立するようになった可能性が
示された。
　本稿の貢献は、政党エリートの政党組織に対する方針が女性候補者の擁立
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に影響を及ぼす可能性を示した点が挙げられよう。具体的には、第 1 に、政
党の生き残りを追求する政党エリートが、政党組織の強化を志向し、その 1
つの手段として女性候補者の擁立を用いている可能性が明らかになったこと
である。そして、第 2 に、政党を取り巻く外部環境の変化が、女性候補者の
擁立に影響を及ぼしていたことである。その事例として、渋谷区議選では、
2019年から主要政党の女性候補者擁立の傾向に変化が見られていた。その背
景には、2015年に、採択されたSDGsの宣言が関係していることが推測される。
国内におけるSDGsが普及したことによって、主要政党は外部環境の変化に
対応せざるを得ず、女性候補者の擁立に積極的な態度を示す必要があったと
考えられる。
　もっとも、本稿は、渋谷区という単一事例分析を採用したことにより、理
論の妥当性を判定するには、その他の事例に基づく検証を行う必要性がある
と言わなければならない。また、本稿で得られた渋谷区議会の傾向をさらに
質的に深化させていくためには、主要政党の渋谷区議選における候補者リク
ルートメントに関わった人物に聞き取り調査を行うことも有効であろう。こ
れにより、渋谷区という地域的な特色が政党エリートの女性候補者の擁立に
及ぼす影響を検討することを今後の課題としたい。
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